
　 第１章 常 任 委 員 会

第１条　　常任委員会の選出は次の方法で行う。 ただし校外安全委員会を除く。
１　広報委員は全学年より１０～１２名の委員を互選により選出する。
２　ふれあい委員は全学年より１０名の委員を互選により選出する。
３　委員選出が困難な場合は運営委員会の判断で人数を変更できる。

第２条　　常任委員会の任務を次のように定める。ただし校外安全委員会の任務については別に定める。　 
１　広報委員会は、PTA広報誌の発行を行い、誌面作成のために必要な取材活動を行う。
２　ふれあい委員会は、港北ふれあいまつりという行事の企画、準備、運営、会計、後片付けを主導する。

第３条　　推薦委員会の役員推薦活動
１　役員推薦活動は、運営委員の中より互選により選出された３名と、教職員の中より互選により
　　選出された２名と協力して行う。
2　委員会は３分の２以上の出席で成立し、委任や代理は認めない。
3　委員会の傍聴はできない。
4　委員は委員会の議事内容をもらしてはならない。
5　推薦委員会は各々の役員に対して、候補者をあげ、役員選出の少なくとも
　　１０日前に全員に知らせる。
６　役員立候補者の推薦は、その名前を発表する前に被候補者の同意を得なければならない。
７　役員は３月総会において無記名投票により多数決で選挙される。
８　新たに選ばれた役員の就任は年度当初総会において行われる。

第４条　　校外安全委員会の委員選出・任務
１　地区単位で推薦により１～２名を選出し、正・副委員長は互選とする。
2  校外安全委員会は校外における児童の安全、防犯を目的に必要な事業を行い、効果を上げる
　　よう協力する。
３　校外安全委員の任期は３月から翌年３月末までの１３か月とする。

第５条　　各常任委員会の委員選出・任務
　　　　　　１　各常任委員会は互選によりそれぞれ正・副委員長を選出する。
　　　　　　２  各常任委員会の正・副委員長の少なくとも１名は、運営委員会に出席する。　

第２章 特 別 委 員 会

第６条　　規約第２９条４項により必要のある場合には、運営委員会の議決により特別委員会
　　　　　　を設けることができる。
第７条　　委員長は会長が任命し、目的・方針・成案の採否は運営委員会の議決を必要とする。

第３章 慶 弔 細 則

第８条　本会の会員にかかわる慶弔事に際し、本会が表す慶弔意は１の表のとおりとする。

1
本　　人 本校在籍児童 本人および配偶者 家　族　※

弔 慰 金 １０,０００円 １０,０００円 １０,０００円 ５,０００円
結婚祝金 １０,０００円
出産祝金 １０,０００円

※家族とは、子・実父母・同居の養父母をさす

２　教職員会員死亡の場合は弔慰金のほかに花環１基を供える。
３　児童死亡の場合は弔慰金のほかに花環１基を供える。
４　その他１の表に適用しがたい場合は運営委員会の協議で決める。
５　上記以外に学級単位でＰＴＡとして慶弔金の贈呈はしないこととする。
６　この細則による慶弔意に対して、返礼はしないこととする。

第４章 会 計 細 則

第９条　この細則はＰＴＡの会計の運営を円滑に行うために必要な事項を定めるものとする。
１　会長は、毎会計年度予算を編成し、 運営委員会の承認を経て総会に提案し、その議決を
　　得なければならない。
２　会長は既定の予算について追加その他変更が必要となった場合は、前項に準じて補正予算を
　　提案するものとする。
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３　予算執行についての権限は次のとおりとする。
　イ.　収入、支出についての承諾者は会長とする。
　ロ.　会長は歳出予算のうち学校費の支出について、その権限を学校長に委任することができる。
　ハ.　出納責任者は会計とする。
４　歳出予算の経費の金額を款と款との間において相互に流用することはできない。
５　支出承認者は、予算外の支出または予算超過の支出に充てるため予算費の必要を認めた場合、
　　運営委員会の承認を経て予備費から該当科目に必要額を移して支出することを承認することが
　　できる。ただし、総会で否決された目的にこれを充当することはできない。
６　会計は次の帳簿を備えるものとする。
　イ.　出納簿
　ロ.　収入簿
　ハ.　予算差引簿
７　収入はすべて収入承認書による会長の承認を経て会計が収納し、収入簿に記帳するものとする。
８　収入は会計でなければ収納することはできない。ただし、収納事務の一部を他の者に依頼した
　　場合はこの限りではない。
９　支出は経費を必要とする者が、支出承認書を歳出科目ごとに作成し、支出承認書の承認を得て、
　　会計に提出し、支払いを受けるものとする。この支出承認にもとづいて、出納簿、予算差引簿の
　　記帳を行うものとする。
１０　会計は、経費の性格上、前金払いまたは概算払いをしなければ活動に支障をきたすと認め
　　　られるものについて支出承認者の承認を得て、前金払いまたは概算払いをすることができる。
　　　この場合申請者は支払い終了後すみやかに正確な支出承認書を提出し過不足を精算
　　　しなければならない。
１１　会計は毎会計年度、規約の定めるところにより決算を行い、帳簿、証票、証拠書類等を
　　　あわせて会長に提出するものとする。
１２　会長は決算および前項の書類を会計監査に提出し、審査を受け、その後、決算に会計監査
　　　委員の意見をつけて総会に提出し、承認を得なければならない。会長は総会の承認を得た
　　　決算を会員に公表しなければならない。
１３　会計担当者に異動があったときは前任者は引継書を作成し、現金、預金および帳簿一切を
　　　明確にして、後任者に引き継ぐものとする。
１４　会計帳簿等は次の区分によって保存する。保存期間は帳簿閉鎖の翌年から起算する。
　イ.　証票、証拠書類のうち特に重要でないもの　　　３年
　ロ.　第６項で定める帳簿類　　　　　　　　　　　　　 　　５年
　ハ.　予算書、決算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　永久

付　　記 新規 平成５年４月３０日総会で承認
細則一部改正 平成１０年３月１３日総会で一部改正
細則一部改正 平成１１年３月　８日総会で一部改正
細則一部改正 平成１４年３月　８日総会で一部改正
細則一部改正 平成１５年３月１２日総会で一部改正
細則一部改正 平成１６年３月　８日総会で一部改正
細則一部改正 平成１７年３月　７日総会で一部改正
細則一部改正 平成１８年３月　５日総会で一部改正
細則一部改正 平成１９年３月　５日総会で一部改正
細則一部改正 平成２０年３月　４日総会で一部改正
細則一部改正 平成２１年３月　６日総会で一部改正
細則一部改正 平成２２年３月　５日総会で一部改正
細則一部改正 平成２３年３月　４日総会で一部改正
細則一部改正 平成２４年３月　２日総会で一部改正
細則一部改正 平成２5年３月　1日総会で一部改正
細則一部改正 平成２６年３月　４日総会で一部改正
細則一部改正 平成２６年５月２３日総会で一部改正
細則一部改正 平成２９年３月　３日総会で一部改正
細則一部改正 平成３１年２月２８日総会で一部改正
細則一部改正 令和　３年６月１０日総会で一部改正
細則一部改正 令和　５年３月１３日総会で一部改正
細則一部改正 　　 令和　6年３月5日総会で一部改正






